
近世後期における在村(ムラ)商人の分布的考察

ー一加賀藩砺波地方を事例に一一

はじめに

近世の商品流通については，各研究分野ごと

にかなり多くの研究業績が積み重ねられてきて

いる。それらの研究対象を大まかに分類すれば，

村落地域については米穀，商品の生産・流通と

それらが村落社会や村落経済に及ぼした影響に

関する研究1) 城下町・在郷町を中心とする商

品流通の研究へ さらに，領国経済あるいは全

国経済という視点から，それらをトータルに捉

えようとする研究3) などがあげられる。しかし，

経済史的研究の多くはそれらのメカニズムや制

度的展開，あるいは封建制の展開・崩壊に主た

る関心を注いできたしぺ 社会史的研究も封建

的な社会構造・社会分解との関連において把握

することに力点を置いてきたへ これらに対し

て，地理学的研究は，その空間構造に注目しな

がらへ 農村レベルについては商品生産の展開

とその地域性にへ商品流通については城下町・

在郷町を中心とする流通構造や中心地システ

ム8) の解明に力を注いできた。しかし，その際

に村落地域は町のヒンターランドとして，町の

勢力圏構造の枠組みの中に単に組み込まれる存

在とみなされ，村落内部における商業的機能，

特に在村(ムラ)商人(いわゆる在郷町を除いた

村むら一本稿で、は営業戸数30軒未満ーに在住す

る商人〕については，十分な関心が払われてき

たとはいえな¥，，9)。

近世の流通構造において，村落地域は単に生

産財・消費財やサービスの被供給地域，あるい

は村落的商品の生産地域であるにとどまらず，

それらの流通機構の最末端部として一定の役割

を果たし場合によってはかなり積極的な役割

橋 本 征 治

を担ってきたことは，安藤精一.大石慎三郎叩

らによつて指摘されてきたところでで、ある。これ

に従えば，近世流通構造の解明にあたって，村

落地域における流通システムの把握が欠かせな

いことになる。特に，村落地域における商品流

通を主として担っていた在村商人の実態と，流

通構造全体におけるその役割の解明が不可欠で

あるといえよう。

そこで，本研究は，文化7年 (1810)という

近世後期のー断面において，加賀藩の砺波地方

における在村商人について，その分布的考察を

中心に，在村商人の地域的展開とその特徴，お

よび流通システムにおけるその役割について考

察することを主たる目的とする。

I 時代背景と史料の佐置づけ

改作法1山1)に基づく農本主義的政策が藩政の基

底をなしTた斗加賀藩で

城端)および町立.宿立の村々 1臼2)頃カか、ら峻別され，

営業を堅く禁じられていた。ところが，大規模

な新田開発が峠を越した17世紀後半には持高の

分割相続や他人への譲渡が活発となり，元禄6

年(1693)には一定の条件の下での持高の分割・

譲渡を是認する「切高仕法山」を施行せざるを

得ない状況となった。その後も持高の細分化は
おかせ

一層進行し，請作や副業(苧粕や苧布の生産円，

養蚕，糸紡ぎ，菅笠づくり，紙漉など〉によっ

て生計をたてる多数の零細農民(特に，持高 1

石未満の農民は「名高」層と呼ばれた〉や無高
あたまふり

層 (1頭振」と呼ばれたが〉発生した。そして，

農村部にもそれらの原材料や製品を仲介，ある

いは販売する商人や，現金収入をあてこんでの

酒・菓子・古着・古道具などを商う商人たちが
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みられるようになった。かかる農村地域への商 る。書き上げ、られた村数は 309カ村で，全砺波

品経済の浸透，特に在村商人の発生を，藩当局 郡(町方および五箇山の利賀谷組と赤屠谷組を

は改作法精神の根底を揺がす動きと捉え，再三 除く……以下，砺波地方という場合，五箇山の

にわたって農村での営業を禁止，あるL、は抑制

しようとしたが，十分効果をあげることができ

なかった151。

両組を除く) 570余カ村の約4割に相当する。

うち 235カ村について商人，および一部のサー

ビス業者・職人・小生産者・賃稼ぎ人など， 90 

一方，早くも元禄期から逼迫しだした藩財政 有余の業種にわたって，村ごとに軒数が記入さ

の建て直しのため161 藩当局は新田開発や年貢

の増徴を図るとともに，藩土からの借知や町方・

在郷町への冥加銀の強制によって急場をしのい

できたが，宝暦年聞には「宝暦の札くずれ171J 

と称される激しいインプレーションが発生した。

こうした状況の打開策の一環として，藩では

「産物方」を設置して山，農村部での桑・麻・

椿・漆などの生産を奨励し，領国内での産業振

興を図り，あわせて運上銀や役銭を課すること

によって財政を建て直そうとした。この産業奨

励政策は，天明 3年 (1783)の大凶作でー頓挫

をきたしたものの，商品経済が農村部により一

層深く浸透した文化・文政年聞には再び積極的

に取り組まれることになる。その一環として，

文化3年(1807)には郡方諸商売の調査，文化

れている。

ここで，当時の他の営業調査記録と比較検討

をし，この「諸商売書上申帳」の性格と特徴を

明確にしておきたい。井波の肝煎文書に同時代

の4種の営業調査記録が残されている。文化7

年10月の「諸商売軒数等相調理書上J211は， 2カ

月後にまとめられた「諸商売書上申帳」にかか

わる井波町役人による調査記録であるが，書上

げの順序が若干異なっていたり I諸商売書上

申!脹」には脱落していた「金沢仲使(飛脚のこ

と〉弐人」が書上げられている点(他のマチに

ついても同様〉が異なるだけで，その他の点で

は全く同じ体裁によっていた。これらの事実は，

「諸商売書上申帳」が全郡的規模のもとに一定

の基準と様式に従って書き上げられたことを示

9年には個々の郡方営業に対する役銀の規定191 す。

さらに文化10年にはそれまでは無税であった全

ての郡方営業への課税が行なわれるなど，村方

での営業を是認したうえで，税の増収を図ると

いう政策がとられた。

本論でとりあげる文化7年12月の「砺波郡村

々散小物成郡等腎諸商売之品相しらへ書上申

帳J(井波図書館蔵。以下， I諸商売書上申帳J

と略記)は，文化3年の営業調査の後を受けて，

改めて一定の基準に従って全村方の営業(在郷

町も含む)の業種と軒数を書き出させたもので

あり，文化 9~10年の課税対象拡大の基礎資料

のーっとなったものとみてよ L、。 I諸商売書上

申帳」には当時の 7つの十村組201区分に従って，

村ごとに川役・船役・油役・山役などの散小物

成銀とその由来・現況，油臼・油振売・酒造屋・

蝋燭屋の軒数とその由来・現況，その他の営

業については軒数または人数，および仕入先・

営業期間(一部の業種について〉が記されてい

文化 3年には 3種の調査記録があるが I井

波町諸商売並稼作物等書上申帳221J には， 67業

種 499軒(ただし本業のみの総軒数であり，実

際には 2~3 の副業を兼ねているケースが多い。

副業の総件数は 571)， I諾商売御調理ニ付全名

前ニ記軒数等理方根帳231Jには 95業種1， 049軒

(この場合，副業も含まれている)， I商売並稼

高書上中帳241Jでは 45業種， 292軒と記されて

いる。このように調査によって，とりあげられ

た業種や醤業軒数に差異がみられるのは，一般

に当時の営業者が複数の業種を兼ねることが多

かったため，本業とみなされる業種が調査によ

って異なったこと，および記載対象業種が調査

によって異なったこと(前2者では I諸商売

書土申帳」でとりあげられなかった日稼人，奉

公人，石工・大工などの職人，医師・按摩など

のサービス業者がとりあげられていたため，軒

数などが若干多くなっている)などによる 251。
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同様な比較検討を福光についても行ったとこ

ろ，類似した結果を得た2へしたがって， I諸商

売書上申帳」については次のような評価および

史料的位置づけを与えることができる。

(i) 村方での諸営業の取締まり，管理と課税

同商売の形態，営業期間，卸売り圏などに

ついても知ることができる。

以上のような史料評価のうえに立って，以下

「諸商売書上申帳」の分析をとおして，砺波地

方における商業的活動の地域的展開，特に村落

強化を図ろうとする政策に沿うものであった。 地域におけるその実態を明らかにしながら，近

(ii) したがって，主として課税対象となる業 世後期における同地方の流通構造の一端につい

種・営業者がとりあげられており，当時の全て

の業種・営業者を網羅しているとはいえないし，

兼業についても記されていなし、。

(血) しかし，統一的基準・様式に従って，全

郡的規模で、精査されたもので， 19世紀初頭の砺

波地方における諸営業，特に商業の実態を窺い

知る上での第1級の史料といえる。

ゐ

て考察を加える。

E マチ・ムラ別営業軒数とその分布

図1によれば，営業戸数3軒以上のムラ刊は，

図中の南北境界線より以北の地域(以下，北部

と呼ぶ〉に濃密に分布し (78カ村ーマチを除く)，

それより以南の地域(以下，南部と呼ぶ)では

/ 
。 100軒以ヒ・ 50~99粁

o 10~29車l'ム 5~9車T

口 30~49判ム

3~4軒

2軒以下 * 町 方

一主要な街道主:市

ーー南北境界線

図1 営業軒数階級別分布
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疎に分布し(同 9カ村)， その比は実に9対 1 城端が475軒と今石動の387軒を上回っている。

であった。「営業者有り」のムラ数も，北部(147 ただし城端には，かなりの小生産者も含まれ

カ村〉は南部 (72カ村)の 2倍に達し，ムラ地 ていたので，この差異はそれほど大きくない。

域の総営業軒数では同4.5倍であった(北部595 ちなみに，両町の総戸数の変化をみると，今石

軒，南部133車干)。次にマチ(注27参照)に目を 動は元禄4年 (1691)1， 162軒，寛保 2年(1742)

向けると， 8つのマチを擁する北部の総営業軒 1， 040軒， 文化3年(1806) 1， 057軒と大きな

数 762に対し 6つのマチからなる南部は同 変化はなかった(ただしp 商業的活動は18世紀

1， 115軒と353軒多く，ムラ地域にみられた南北 後半から下降線をたどることから，文化年聞の

両地域聞の格差は逆転する。結局，マチとムラ 営業活動が天明年間のそれを大きく上回ること

の営業軒数の合計では南部1，248軒，北部1， 357 はなかったとみなしうる)。一方，城端では元禄

軒(南部より 9%多い)と，両地域間の差は109 6年 (1693)689軒，寛保2年835軒，文化13年

軒であった。(1816)1， 022軒と増加していることから，文化

なお，マチに関しては今石動(北部)と城端 年聞の営業活動は元禄年間のそれを下回ること

(南部〕の 2町を含めて考えなければならない

が，残念ながら同時代の史料を欠く。そこで，

参考資料として表2に，今石動については天明

6年 (1786)，城端については元禄6年 (1693)

の諸営業の様子を載せておいた。これによると

はなかったと考えるのが妥当である。とすれば，

たとえ今石動・城端の両町を含めても，前述の

南北両地域における総営業軒数の差が広がるこ

とはなかったとみてよいだろう。

さらに南北両地域における営業活動の密度を

表1 人口・草高・営業軒数(十村総別〕

組 Jl占今 zi晶子五(人〉 石) I C車干〉
山 回 9，670 2.064 7 

太 美 9，435 19， 150 2.030 17 

井 ロ 8， 150 19，610 2.406 27 

南 石 里 7，054 14，053 1.992 7 

①蟹 谷 8，967 17，659 1. 970 20 

部 野 尻(南〕 4，275 10，715 2.506 28 

山 見 8，411 1.467 220 12，340 

庄 下(南〉 5， 127 8，191 : 1.598 16 

計 61，089 叫 680 1.992 45 

野 尻〔北〉 山 58 2.340 29 

庄 下(北〉 5，028 6，744 1. 341 119 

船 若 8，900 14，087 1. 582 144 

北 若 林 7，342 15，750 2. 145 125 

糸 岡 9，224 19，840 2. 151 53 

部 r凸~ 白鳥 9，087 14，428 1. 588 108 

五 位 9，965 18，402 1. 847 70 

国 で口』 9，051 83 

①小 計 64，645 118，240 1. 829 91 
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史料 iC嘉永6年)砺波郡村鑑帳」・「嘉永6年4月砺波郡組別巨細帳〆出帳JC富山県史編纂委員会『富山県
史・史料編W近世中』付録， 1980， 21O~270頁〕。

注① 蟹谷組の津沢・清水の両村は同組から除外され，←北部の小計に算入されたので，小計の数字が増えて
L 、る。
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より正確に判断するには，人口の総数・密度の

比較検討を加えておく必要がある。そこで表1

に時代はややずれるが嘉永6年 (1853)の組別

の人口と草高を示した。1"家」有りの村の総数

(マチを含む〉は，北部 (313カ村〉の方が南部

(278カ村)より 15%多く，総人口も北部(64，645

人〉の方が南部 (61，089人〕より 6%多い。耕

地面積の指標として草高を比較すると，北部

た観点から，さらに表1の1人平均持高(農業

への依存度合を示すとみなされる〉と営業軒数

との関係をみると，南部では営業軒数の多い山

見組と庄下組を除いた他の 6組は平均値を下回

り，逆に北部では開拓の比較的新しい扇状地上

の野尻組と糸同組を除いた他の 6組は平均値を

上回っており〈野尻組・庄下組については，同

じ組に属しながら営業軒数の多い北部の方が南

(118，240石〉の方が南部 (121，680石〉より 3% 部よりもそれぞれ少なしう， 営業軒数の多い地

少ないので 1石当りの平均人員数(単位耕地 域の方が1人平均持高29)はおおむね少ない，換

面積当りの人口密度の指標となる〉については 言すれば農業への依存度が低く，逆に商品生産

北部 (0.547人)の方が南部 (0.502人)より 8% や商業への依存度が高い傾向がみとめられる。

多い。したがって，人口密度(対耕地面積〉も ここでも，一定地域における営業軒数の多寡は，

北部の方が南部よりも高かったと判断される。 その域内における商業への依存度の高さを示す

人口の総数と密度の南北格差の数値が前述の総 重要な指標であることが裏付けられた。

営業軒数の南北格差の数値 (9%)と近似して いま一つの重要な因子として，交通条件があ

いたことは，営業軒数，換言すれば商業活動の げられる。図 1に主要な荷道と河川交通路を示

活発さはその域内人口の総数や密度と密接な関 した。これらの交通路(特に陸路〉に沿って営

係にあったことを示唆する。しかし，これだけ 業軒数の多いムラが立地している様子(特に北

ではムラ地域における総営業軒数の大きな南北 部に密〕が読みとれる。全国的な幹線道路のー

格差を十分に説明することはできない。その点

については近世後期のムラ地域における商品経

済の浸透度や農民層分解の状況など，他の要因

について検討を加える必要がある。

先年，筆者は同じくこの地域をとりあげてマ

チ・ムラ地域構造を論じた際2町rこ，土地保有と

土地移動における両極分化の傾向や， 1"頭振J• 

「走り人」・マチへの奉公人といった農村社会

における農本主義的体制の崩壊を告げる諸要素

は， (i)マチから遠いムラよりもマチに近いムラ

に， (ii)山地のムラよりも平地のムラに， (出)同じ

平地農村でも，開拓の新しいムラよりも開拓の

古いムラに，そして刷営業軒数の少ないムラよ

りも営業軒数の多いムラにおいて，より顕著に

現われていたことを指摘した。しかも，図 1，

2により営業軒数の多いムラの立地場所を比較

検討すると， (i)~(担)の立地条件のムラに営業軒

数が相対的に多いことが読みとれる。このこと

つであった北陸街道に沿って金沢・高岡・富山

へと通じ，また小矢部川水運によって伏木浦経

由，西廻航路をとって上方方面と結ばれていた

北部地域は早くから外部経済と接触し，南部地

域に比べて商品経済が浸透し易い交通的基盤を

有していた。そのため北部の農村地域で、は，早

くから苧粕・麻布・菅笠などの生産が広くおこ

なわれ，これらの生産物の流通に携わる営業者

も数多く存立していた。また，通行人や周辺農

村民を対象とする諸営業(たとえば，北陸街道

沿いの後谷・上野・六家では休茶屋をはじめ，

酒・肴物・飴菓子などが商われていた〉や外部

からの生産物(たとえば，小矢部川水運の中心

であった小矢部・津沢の周辺農村では干鰯・灰

仲買などの営業者が多かった〉や消費財(小間

物・魚・煙草・鍋)を供給する諸営業が南部よ

りも盛んであった(南部の28軒に対し，北部で

は113軒〉。それらの他に，御蔵・蔵宿30)が設置

は，営業軒数の多寡がムラ地域への商品経済の されていたマチを中心に年貢米の収納・保管・

浸透による農民層分解・農本主義的体制の崩壊 搬送に関する業務も主要街道や河川交通路沿い

と深くかかわっていたことを意味する。そうし の拠点の周囲に集積されていた。
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図2 諸営業の分布

注(i) 1 仲人 2 博労 3 室屋 4 油売り 5 油臼 6 古道具 7 質屋 8 r酉売り

9 苧粕 10 菅笠・菅 11 麻布 12 豆腐 13 酢・醤油・味噌 14 酒造 15 小間物

16 古手 17 木綿太物・糸綿 A 高次中心 B 低次中心 C 副次中'l:

(立) 金屋岩黒村の中心性~ì低いので(本文11JJ:参照)，副次中心とした。

以上のように，農村地域における営業軒数の があり，その分布状況も多様である。しかし，

分布状況，特に南北格差は人口的要素に加えて， よく分析すると，そこには一定のパターンのあ

商品経済の農村地域への浸透度・農民層分解の ることがわかる。それは，業種の性格や当時の

状況・交通路の発達といった相互に深く関連し 生産・流通構造と深く係わっているようである。

合っている諸要素の地域格差を反映した結果で、 そこで業種ごとのマチ・ムラ別分布割合を示し

あるといえよう。 たのが表2である。総営業軒数ではムラ分布率

(ムラに分布する軒数÷総軒数XI00) は 28%

である。個々の営業の規模や質の問題もあるの
E 業種別営業軒数とその分布

「諸商売書上申帳」に書き上げられている業 で羽単純に軒数の比較だけでもって各営業の

種は多彩であり，業種によって営業軒数の多寡 賑いぶりを規定することはできない面もあるが，

- 6 ー
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|類押j 業 種
(総数 |l北部(今石動1)1南部構端)I小計|比本 北部|南部|岬|比率

c 
/ 

旦 腐 33 (5) 25 (-) 13 2 

茶 6 (1) 2 (80) 8 2 20 

食 肴 言青 τ7乏E二f 31 23 (53) 2 (26) 25 6 19 

. 酢醤油味噌 68 35 (10) 22 (ー〕 57 11 11 16 

好噌品
魚 85 22 (-) 49 (一〕 71 13 14 16 

ーマ 煙 草 39 22 (4) 12 (-) 34 5 13 

チ な 米子比売・小売 140l 53 (43) 125
1 

71 15 11 
! iこ ど

酒 立、昼旦二 29 12 (ー〕 14 (4) 26 3 1 
多く

小 計| 制 1ω1 198(山〕 404 851 11l 分
布

1 

1 (-) I 79[ 〆「 21 (5) 6 21 
ム 7 (一〉 7 (1) 24 6 2C 
フ

80 

分 小間物 84 35 (ー〕 34 (11) 69 82 15 1E 
布
率

そ干 鰯 38 10 (-) 21 (ー〉 31 82 7 1E 

25 76~ 25 (5) 38 (19) 1 63 13 13 17 
% 
未

古 手 32 (35) 89 (ー)I 121 83 13 24 17 

満
の (6)糸賃引 一(-) 31 (23) I 31' 89 4 4 11 

、、./

薪 木 E
に3
3 (-) 55 (-) 55 92 5 5 E 

他
糸・綿

士

7c 21 (-) 26 (7) 47 96 2 2 4 

(7)そ の 他 51 (37) 66 (56) 117 92: 9 1 lOi E 

小 計|叫 202( 白川猟117)
1 叫 861 661 26

1 
ーーヲ

I1147[ 側(附 (576(229〕!回41 861 126[ 判
合 計[2判断削[ 821(2扮 lml 刊吋吋

(8)マチにのみ 分 布 ( 吋 73 (必)[ 294(同[ 367[ 叫 -[ -[ 
総 計[2例制387)I 1115(475) I 18771 72

1 吋吋
注(i) Ii'砺波郡村々散小物成銀等監諸商売之品相しらへ書上申娠』文化7年による。

(ii) マチは営業戸数30軒以上の村，ムラは同30軒未満の村。

出) 町方の今石動については「石動の諸営業」天明 6年(小矢部市史編集委員会『小矢部市史・上巻j]1961， 

470頁)，向城端については「組中人々手前品々覚書帳」元禄 6年(城端町史編纂委員会『城端町史J

1959， 182~220頁〕による。

制 (1)炭焼仲人も含む。 (2)古手売との兼業も含む。 (3)古手屋との兼業も含む。 μ)打切鍛冶も含む。 (5)木綿売，

太物売も含む。 (6)糸ヲ|並真綿出来屋 (25車りを含む。 (7)ムラに営業戸 1軒のみの塩小売(35軒)，絹機屋

(27軒)，薬種(16軒)，焼餅屋(12軒)，蚕種(11軒)，綿打(9軒)，風炉(ママ〕屋 (8軒)，縮緬 (4軒)，

仕立屋(3軒)，槍物(2軒〉の10業種。 (8)飼蚕屋(128軒)，根源売(84車干)，絹屋(29軒)，呉座〈ママ〕屋(11

軒)，雑穀批屋(9軒)，果物屋・売薬屋・宿屋(各 8軒)，てん屋・飴屋・菓子屋〔各 7軒)，干物屋・荒

物屋・煎餅屋(各 6軒)，唐津屋・費附屋(各 5軒)，煙草入出来屋(4軒)，古金物買屋・古金物屋・呉服

屋・木屋(各 3軒)，竪絹屋(2軒)，温(ママ〕鈍震・八百屋・金物屋・傘屋・椀家具赤物屋・種(ママ〕屋・

葛(ママ〕音量屋・銭屋・塗師・布木綿庇直シ屋・縁取り屋・練屋・木地挽・木綿染地・針屋(各 1軒〉の

37業種。

(v) 今石動・城端には『諸商売書上申帳』に記載されていない業種があるが，それらは除かれている。城端

の「マチにのみ分布」ずる営業戸のうち， 167軒は絹商で，その大部分は小前の業者であった。
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数的にみれば農村部にも案外多様な諸商売が営 圏内で油の供給を受けることができたことにな

まれていたといえる(特に北部ではムラ分布率

は44%に達していた〉。 いずれにしても， この

地域における近世の商工業やサービス業の展開

を考察するうえで，ムラ地域における諸営業の

検討が欠かせないことは確かである。

さて，表2によると，ムラ分布率75%以上の

「ムラに多く分布」する業種目，同25~75%の

「ムラ。マチに分布」ずる業種14と，合計29業

種(全業種の32%)がムラ地域に比較的よくみ

かけられるタイプであったことがわかる(これ

らの業種の平均ムラ分布率は39%)。 これら 29

業種の分布状況(図 2に代表的業種の分布状況

を示す〉を検討すると，広範な地域に比較的均

等に分布するタイプと，特定の地域に集中して

いるタイプとがみられる。前者三ピ「普及型J(7

業種〉とし，後者は特定の生産地と密接に関係

しているケースがほとんどなので， i産地型」

(13業種〉と呼び，そのいずれにも属さないタ

イプを「その他 J(9業種)とした一「ムラに多

く分布」・「ムラ@マチに分布」の両タイプ。につ

いてのみ。

る。そのうえ， i振売」する行商人もいたから，

平坦部のムラでは日常の油購入についてはほと

んど不便は無かったとみてよかろう。このよう

に，油関係の業種は，油が一般的かつ日常的に

消費される財であるという特性，マチでもムラ

でも生産されるとし、う生産形態，多様な流通形

態といった「普及型」としての特徴をよく具え

ていたことになる。

室屋もムラ分布率63%と高く，特に扇状地で

は2~ 3kmの間隔で多数分布した。戸出以北部

と，南部の台地や山麓部では少なくなるが，そ

れでも，分布間隔が 5kmを越えることは少なく，

油関係ほど一般的ではないとしても， i普及型」

としての特徴を具備した。

博労は，その仕事柄からしてムラに多く分布

するのは当然であるが(ムラ分布率90%)，北部

にやや多く分布した(全体の61%)。より詳細に

検討すると，扇状地にはほとんどみられず，扇

状地を取り囲むように庄川沿岸部から戸出北部，

今石動西部の山間地，福光周辺と，やや分散的

に分布した。

「普及型」の最も代表的な業種は油日と油売 南部と北部にほぼ均等に分布するという意味

りである。油を製造する油臼業者は北部に34軒， では， i均等分布型」ともいえる油臼・油販売

南部に33軒と南北差はみられないが，北部では ・室屋・博労に対して，同じ「普及型」でも仲

ムラにやや多く(ムラ分布率59%)，逆に南部で 人・質屋@古道具屋の分布には地域的片寄りが

はマチにやや多く〔マチ分布率64%)分布する みられた。仲人はムラに多数みられたが，その

というように，南北両地域で分布パターンがや 分布は北部に片寄っていた(総数の79%)。マチ

や異なる。油屋・油請売・油振売といった油売 ・ムラ別の分布割合をみると，北部では87%が

り業者(油臼業者も小売りしていたケースが多 ムラに分布したのに対して， i南部では32%と少

しつは北部35軒，南部22軒と北部に多く分布す なく，対照的な分布状況を呈した。主として農

るが，他の業種にみられるほどの大きな差はな

い。マチ・ムラ別では，マチに28軒，ムラに29

軒と，ほぼ同数の分布をみる。さらに，油売り

業者についてそれぞれの仕入れ先を検討すると，

おおむね同村内または近隣の油臼業者と結びつ

いていた。そこで，近隣同志の油臼業者・油売

村部で、の雑多な商品の流通にかかわった仲介的

業者とみられる仲人の存在がその地域における

商品の生産・取引の活発さと深くかかわってい

たことを考慮すれば，この分布形態はごく妥当

なものであったといえよう。古道具屋と質屋の

ムラ分布率は30%台に下がる。質屋は，南北両

り業者を一つのグループとして括ると，グル一 地域間では差異はみとめられないが(南部65軒，

プ聞の距離(最外縁部の間隔)は 2.5km以内に 北部 69軒)，南部ではそのほとんどがマチに分

おさまる(ただし，山間部を除く〕。したがって， 布した(マチ分布率91%)のに対して，北部で

購買者サイドからすれば， おおむね 1~2. 5km はマチ・ムラに均等に分布した(ただし，庄川

- 9 ー



沿岸部に密で，その他の地域では疎であった)。 いた点にこそ注目すべきであろう。苧粕布と，

古道具屋は，南部に多く分布するという点(総 前記の晒屋の分布の状況を図 2にみると，北部

軒数の76%)で，仲人の分布状況と好対照をな の戸出周辺部に濃密に分布している。さらに，

し，マチ・ムラ別の分布状況に関しては，質屋 紺屋も，ムラに分布する34軒中の25軒までが北

の分布状況と類似していた。このように，同じ 部の扇状地から戸出にかけての地域，すなわち

普及型に分類されでも，業種ごとにその分布状 苧粕・布の生産地帯に，一部重複しながら並ん

況にはかなりバラエティがあったが 5業種を で分布しており，北部地域に繊維産業関連業種

トータルにみれば，北部203軒に対し南部195軒 が集積されていたことがわかる。かかる分布状

と，南北格差は少なく，マチ・ムラ別にみると 況は苧粕・布の生産者，それらの仲買商人，晒

北部ではムラにやや多く分布する(ムラ分布率 屋・紺屋などが分業的体制の下で一体的な生産

58%)のに対して，南部では，マチに圧倒的に ・流通地域を構成していたことをうかがわせる。

多く分布した(マチ分布率73%)。したがって， なお，紺屋の場合，総数では北部に多く分布し

一口にマチ・ムラ分布型といっても，業種によ たが，マチに関しては南北格差はみられなかっ

つて，商品経済の浸透度や農民層分解の度合の た。

差異による地域差があったことがわかる。 菅草・菅笠の仲買・{中売業者 (110軒H主菅笠

「産地型」にはムラにのみ分布する業種とマ の生産地帯である今石動以北部の小矢部川下流

チ・ムラの両方に分布するタイプとがある。ム 域に分布した。これは，かつて農村地帯で編ま

ラにのみ分布するタイプは，紙漉・菅笠仲売・ れた菅笠は今石動や高岡の町方商人の手て、買い

土物焼・晒屋など 8業種で，いずれもムラ地域 集められて，金沢の堀川笠問屋に売られていた

で生産された商品を販売する業種や主としてム が，生産の隆盛に伴いムラ地域にも仲売・仲買

ラ地域に立地する産業であり，特定地域に片寄 商人が発生し，今石動の買付業者に仲介したり，

って分布する傾向にあった32)。ムラ・マチの両 堀川笠問屋と直接取引するようになった結果で、

方に分布するタイプは 5業種である。中でも， ある34)。

苧粕買・同仲買はムラ分布率66%と，最もムラ 鍛冶屋 (83軒〉については南北差はほとんど

的な商いであり，しかも北部に集中していた。 ないといってよいが(北部品軒，南部39軒)，北

古くから， (苧)布は，八講布あるいは五郎丸布 部ではムラに多く(ムラ分布率68%λ 南部では

と称され，砺波地方の特産麻布として上方へ移 ほとんどがマチに分布した(マチ分布率95%一

出されていた。今石動・高岡・戸出・福光など 福野・井波に多しつ。糸引は， 絹生産が南部の

がその移出拠点となっていたが， 18世紀後半頃 井波・城端・福光にかたよっておこなわれてい

から，それまでの移出先であった奈良・近江・ たことを反映して，南部にのみ分布した。

越前などから買付商人が乗り込んできて，農民 以上のように， i産地型」業種の分布は一義的

から苧粕や布を直接買付けるケースが増えてき にはそれぞれの取扱い商品の生産地の分布に規

た33)。こうした苧粕の取引形態の変化がムラ地 定されており，糸引と鍛冶屋を除けばおおむね

域における仲介的業者の発生を促した。その結 北部に多く分布した。そして，南部ではマチに

果が上記数字に反映されたわけである。同じく， 多く分布するのに対して，北部ではムラにもか

布の仕入・売買も北部に集中していた(総数の なり多く分布するという南北地域差がここでも

89%)。マチにやや多く分布する点で苧粕の場 顕著であった。

合と異なっていたが，北部においてはムラ分布 「マチに多く分布」ずる業種は，他地域から

率は45%に達しており，決してムラ分布率が少 の移入品(茶，魚，干鰯など)，マチで主として

なかったとはいえない。むしろ，苧粕と並んで 生産されていた商品(絹・木綿関係λ食品(豆

布の取引についてもムラ商人が活発に従事して 腐，米，酢，醤油味噌など)を扱う業種や，サー
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ピス業(休茶屋，風炉屋)など27業種で，うち る経済的中心地の階級とそれぞれの配置および

10業種はムラ地域に 1軒分布するのみであった 範域について検証し，藩政後期には第1級高次

(表2参照〉。これら全業種の総営業軒数は1， 147 中心から副次中心に至るヒエラルヒッシュで，

軒で，うち534軒が北部に， 613軒が南部に立地 かつ重層的な地域構造が出現していたことを論

しており，この点では南北地域差は少ない。し じたが，ムラ地域については各中心地の後背地

かし，ムラ地域にしぼれば，北部に 126軒，南 として位置づけるにとどまった。そこで，ムラ

部に37軒と，北部に圧倒的に多く分布した(両 地域も含めて営業類型別の軒数とその割合を検

地域に均等に分布したのは米の枇売・小売と古

手屋のみである)。そして， 北部におけるこれ

ら全業種のムラ分布率は 24%にものぼり， rム
ラ・マチに分布」するタイプに近い数値を示し

た。 マチに多く分布するところから1"マチに

のみ分布」するタイプとともに， rマチ的商売」

とも呼びうるこれらの業種はマチに近いムラ，

主要街道筋のムラ，営業戸数の多いムラという

ように，商品経済がより深く浸透していたとみ

なされるムラに主として立地していた。したが

って，商業的にはこれらのムラはかなりマチ的

性格をもっていたといえよう。

「マチにのみ分布」する37業種の分布につい

ても， 1"マチに多く分布」するタイプと同様な傾

討したところ日明らかに中心性が高まるにつ

れてマチ的営業の割合は高くなっている(表3

参照〉。すなわち， ムラ的商売の割合は営業戸

数15軒未満のムラで最も高いが(33%)，営業戸

数15軒以上のムラでは10%と低く，逆に「マチ

・ムラに多く分布」ずる営業 (5336')と「マチ

に多く分布」ずる営業 (37%)の割合が高くな

っている。特に戸出や今石動・福町に町続きの

中の宮・上野・後谷はB型の副次中心を上回る

数値を示している。このことは中心地の考察に

あたって行政的なマチの範域だけをとりあげる

のではなく，隣接するムラ的小中心地も含めた

マチ・エリアという範域をとりあげる必要のあ

ることを示している。

向がみられた。ただし，業種については唐津屋 これらのムラ的小中心の存在は，当時のムラ

・呉服屋・売薬屋など，立地条件としてより中 地域が単にマチの後背地として商品やサービス

心性の高い場所を選好する業種が付け加えられ を供給される側にとどまるのではなく，積極的

ねばならない。このことは， 1"マチ的商売」を擁

するムラといえども，業種構成上からみた中心

性の高さという点で、はマチに劣ることを意味す

る。同様なことが業種の多様性という点におい

ても指摘される(図 2参照一金屋岩黒村は総営

業軒数は 148軒と多いが，そのうち 139軒が根

源売と薪木呂商売で中心性の高い財は扱われて

いないので，図では副次中心として扱われ，表

3では除外されている)。営業軒数に関しては，

北部の73肝に対し，南部は 294軒と 4倍強の営

業戸数を数えた。ただし，小生産者として，せ

いぜ、い副業的に商売を営んでいたにすぎない井

波の飼歪屋128軒を除くと，南部の総軒数は166

軒となり，北部との差は縮まる。

W ムラ営業が商圏構造に占める位置

旧稿(注9参照〉において，砺波地方におけ

にマチの機能を補完しながら，商品流通におけ

るクリスダラー的重層構造の一環を担っていた

ことを物語っている(特に北部地域〉。さらに，

表3 中心地ランク別の営業類型

llU二 Jlムラ l
1 中 1 i¥iUl'X中心 |小|そ|

分布類型|心中|の|
i 地 1 A B I小計|心|他|

にみ分布!日れ

マチリく町 5469lr 
ラに分布 281 20: 52; 371 53; 48 

ムラに多く分布 1 21 01 41 3 1oj31 
一一一一一 | i Vj "1 ~Vj 

竺竺業軒数 11，357[吋州吋吋 59

注(i) 中心地は営業軒数 100軒以上のマチ，副次中
心は同30~99軒のマチで， Aは中心地と町続き，
Bはその他。ムラの小中心は同15~29軒のムラ。

(日) 金屋岩黒村の商業構成は特殊なので(本文11
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果たしていた様子が読みとれる。

ムラ地域におけるかかる活発な商業的活動の
「ムラに多くう，j-{riJ I -ii rj、ラにJ;(うj'1liJ ァ

U~J2;r;二分イliJ\òJ ) ィ、均等分イ'ti~!.!) 実態を正当L評価することによって，われわれ

eap 
II- マチ・ムラに分布 II-ii rマチ・ムラに分布」

(均等分布型不均三づt{fj1\~)

II -iii rマチ・ムラに分布」
(ui.t也型)

-ー『、、
/、ノ、

J 、
〆、、、、

l・1... ) 
、 γ.、~/
... ¥. -IJ-ー‘守、ィ・j ノ

司''-.../-・/

o F欠陥j医i

(~ 2次商圏

劣{立の両国

ーーー〆¥

III rマチに多くう}イliJ

自
品マチ

-ムラ

図3 分布類型別商圏の模式図

マチについても副次中心A型の方が同B型より

も中心性が高く，中心地に近似した数値を示す

ことが指摘される。したがって，中心地システ

ムにおいて副次中心のA型は中心地と一体的な

ものとみなさ:hる。

代表的な分布類型別の商圏を模式化して図 3

に示したが，そこには全業種を一括して比較し

た商圏図36)とは明らかに異なった様相が呈され

ている。すなわち，業種別にみればムラの商圏

が必ずしもマチのそれよりも狭小，あるいはそ

れに従属するとは限らないことが示されている

(図の 1- i， 1 -iiの2類型，およびll-i型

の油関係の業種〉。それら以外の類型において

もムラが商圏構造の一角を占め，一定の役割を

は19世紀初頭の砺波地方における商圏構造をよ

り正確に認識しえたことになる。

結び

砺波地方全域にわたって村別に諸営業の軒数

@人数を書上げた文化7年(1810)r諸商売書上

申!隈」を19世紀初頭の加賀藩における郡レベル

での商業・サービス業の地域的展開を解き明か

す第 1級の史料と位置づけ，砺波地方を南部と

北部に区分して，分布状況に従って業種を 4つ

のカテゴリーに類型化し，マチ・ムラ別に各類

型@各業種の分布状況を検討した結果，次の諸

点が指摘された。

(1) 砺波地方の南部と北部において，総営業

軒数や人口一万人当りの営業軒数については大

きな差異は認められないが，マチ・ムラ別にみ

ると，南部ではムラ地域における営業の種類，

軒数ともに非常に少なく，大部分がマチに分布

する「マチ営業卓越型」とも呼ぶべき分布状況

を呈した。それに対して，北部ではムラ地域に

おいても多数の種類の営業が数多くのムラで営

まれており， rムラ営業発達型」とも呼ぶべき

分布状況を呈した。かかる南北両地域聞の差異

は商品経済の村落部への浸透度，農民層分解度

の差，ならびに交通条件の違いなどによること

が指摘された。

(2) ムラとマチに分布する業種の特徴を比較

したところ，ムラでは，油・こうじのように一

般に広く日常的に消費される財(いわゆる低次

財〉や苧粕・菅笠といった主としてムラ地域で

生産された財を扱う業種，あるいは主としてム

ラ地域に立地ずる水亭雑穀賃挽・晒屋などの分

布率が高かった。一方，マチには高次財や移入

財を販売する業種やサービス・飲食関係の営業

が多いのは当然であるが，絹業関連業種のよう

にマチに立地する産業に関連する業種も営まれ

ていた。このように，ムラとマチのそれぞれに

多く立地ずる業種は明らかにその性格を異にし
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ていた。一般的にはムラ地域では低次財を扱う

業種が多いといえるが，当時のムラ地域への商

品経済の浸透ぶりを反映して，潤 e 飴菓子。古

手・古道具などを商う商人や質屋といった，前

述のムラに多い業種の範障に入らないもの，す

なわちマチ的な業種も数多くみられた。特に北

部に多かった(南部の 2倍強)。マチ周辺のムラ，

主要街道沿いのムラや営業軒数の多いムラには

魚屋，休茶屋といった15種もの「マチ的営業」

も営まれていた。これらの事実は，当時のムラ，

特に上述の北部のムラはマチを中心とした流通

.サービス構造の一翼を積極的に担っていたこ

とを物語る。

(3) 油， こうじといった最も一般的な財を供

給する業種はムラ地域にそれぞれ一定の間隔を

保ちながら分布し，マチと対等にそれぞれの小

商圏を形成していた。あわせて，北部の戸出を

中心とする地域における苧布関係業種の分業的

集積も注目された。

(4) 近世期における中心地研究において，ム

ラはマチを中心とする地域構造の中で，単にマ

チの後背地として位置づけられるのではなく，

マチ・エリアの一角を構成したり，最末端の小

中心地として積極的に商圏構造の一端を担って

いた。また，本稿で、扱った諾営業の分布的類型

区分がマチの中心性の判断に有効な一つの指標

となりうることも立論された。

本稿は文化7年とし、う近世期のー断面におい

て，ムラにおける諸営業を中心に郡レベルにお

いて分布的考察を加えるにとどまったが，時系

列的により幅を広げて，大小の地域レベルでの

ムラにおける商業活動の分析を進めることによ

って，わが国の近世期における流通メカニズム

の解明が一層深められるものと考える O

(関西大学)

〔付記〉 本稿は第27回歴史地理学会大会(於偲波

市〕で仁l頭発表した内容に加筆修正したものである。
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The Roles of the Rural Merchants in the Market System in the 

Latter Half of the Edo Period : A Case Study in Tonami Region 

Seiji HASHIMOTO 

1n the latter half of the Edo Period， cash economy spread itself throughout the 

rural area of the Tonami region in K..aga-hanryo， the territory ruled by the Maeda clam 

a feudal lord. Some rural products and consumer goods were in circulalion in the rural 

area through merchants in machi(town). Machi was defined as such if th巴 numberof 

merchants was more than 30， and contrasted with mura (vi11age)， in which less than 30 

m巴rchantslived. 

As a Common trend in geographic studies of the commercial structure in the Edo 

Period， analyses have been directed toward the machi-market system， the commercial 

structure of hαnryo or the central-place system. Roles of the rural merchnts， however， 

have been paid little attention， though they were engaged themselves in various kinds of 

commercial activities in local markets. Th巳 authormainly discusses the distribution of the 

rural merchants， th巴typesof the commodities dealt with both urban and rural merchants， and 

the roles of the rural merchants in the total market system of the Tonami region in this 
article. 

His conclusions include the fo11owing points : 

( 1 ) The Tonami region was divided into two sub-regions : the northern part where 

many types of commercial transactions were making remarkable progress in the rural area 

and where many rural merchants， 44% of a11 merchants in the area， contributed for enco・

uraging commercial development， and the southern part wher巴 thegreater part of the com. 

mercial activities was conducted by the machi merchants， while the rural merchants took 

22% out of a11 marchants in th巴 ar白， half as much as the former. 

The notable difference of merchant's activity between the two sub-regions was caused 

by the gaps between them in popu1ation density and the proportions of farmers with sma11 

or no property， whose livelihood largely depended on commercial activities. 1t should also 

be noted the northern part was more conveniently located than the southern part in terms 

of traffic conditions. 

( 2 ) An analysis of the distribution of commodities sold by urban and or rural mer-

chants reveals three types of commodity flows: the mura type properly sold by the rural 

merchants， the machi type mainly sold the urban merchnts and the mura-machi type sold 

by both. The last type had two variations : evenly distributed and unevenly distributed. And 

it is concluded that the degr田 ofcommercializataion of a vi1lage could be judged by the 

type of the commodities mainly sold in that place. 

(3) Fina11y， it is clarified that the rural merchants had played active roles and occu-

pied a rather important position in the market system of the of the Tonami region in the 

la tter half of the Edo period. 

Geographic studies of the rural merchants p1ay a important role for amlysing the 

local market systems， especially in rural areas. 
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